





















































ることがわかる。履修科目について平成 22 年度をみると、経営学部は情報 C
が最も多く、情報 A、情報 B と続く。他方、リハビリテーション学部は情報






平成 21 年度の履修割合は全国平均で情報 A が 72.9%、情報 B が 10.8%、情
報 C が 16.4% であり、リハビリテーション学部の情報 A 履修の割合は全国平
















いるものと考えられる。内訳をみると、約 2 割の新入生が 6 年以上の利用経
験がある一方で、3 年未満のコンピュータ利用経験があると回答した群が最も
多く、高等学校時代に利用を開始した者が約 4 割を占めることが分かる。また、




ターネット接続環境が整っている者はおよそ 75% ～ 80% にとどまっているこ






4 に示す。図表 4 では、各設問に対する最多回答群の数値を下線で示している。
　年度により割合の変動はあるが、平成 21 年度のファイル操作に関する設問



















　ネットワークの利用スキルとして、Web 検索、e メール送信、Web ページ
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の作成およびブログ（平成 20 年度および 19 年度は Web ページ）の所有に関











　ブログの所有に関しては平成 21 年度から質問項目に含めている。平成 21

















　文書作成については、平成 19 年度を除き約 6 割の学生が可能としているが、





















































































　2 年ゼミナールで活用しているビジネスゲーム BG21 は、ある 1 種類の商品
について仕入・販売を行い、4 つのグループ間で 1 年間の純利益額を競うもの
である。各社は仕入数量・販売価格・宣伝費の 3 つの意思決定を行い、受注
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ある。典型的には Apple 社の iPad に代表されるようにタブレット型コンピュー
タの形態を取り、画面を指などで直接触れることにより直感的な操作が可能で
ある。
　国内においては、2010 年 5 月に iPad が発売されたことにより教育関係者







PC と多機能情報端末 iPad を併用して、グループワークを活性化するとともに、
情報処理能力をより高めることが実践の狙いであり、筆者のゼミナールを中心
に試行中である。
　筆者担当の 3 年ゼミナールは 18 名の学生が在籍し、それぞれ 2 ～ 4 名の
6 つのグループに 1 台ずつ iPad を提供して、グループワークに活用している。













1　日本経済新聞 2010 年 5 月 16 日付朝刊 31 面「「iPad」新入生にあげます、愛知の大学、
来春から授業活用」

















が、教員がノート PC での閲覧を想定して配布した電子ファイルを、Web サ














ムは 2002 年に米国で Serious Games Initiative5が設立され、米国内でシリア
スゲームの普及活動が推進されてから急速に注目を集めている（藤本 2010a）。















































































　本稿では、過去 4 ヵ年の本学新入学生に対して実施した入学以前の ICT 利
用経験を問うアンケート調査について経営学部を中心に分析した。まず、教科
「情報」の履修状況については、情報 C の履修者が 6 割以上を占めるなど全国
平均とは異なる状況であったが、9 割以上の学生はコンピュータやインター
ネットの利用歴がある。日本語入力などの基本的なコンピュータスキルおよび










庭にインターネット接続環境が整っている者は 8 割弱にとどまっており、約 2
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付録　コンピュータ利用経験に関するアンケート調査用紙（平成 22年度実施）
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